
地域一括発注におけるインフラマネジメントの取組



長寿命化修繕計画
定期点検の結果や補修完了を踏ま

え、各市町村で策定されている修繕
を適宜更新。

➣ 地方公共団体が実施する公共事業の円滑、かつ能率的な執行及び適正な管理を補完
➣ 橋りょう等の維持管理におけるPDCAサイクルを全面的に支援

計画計画

PlanPlan
計画

Plan

実行実行

DoDo
実行

Do
改善改善

ActAct
改善

Act

評価評価

CheckCheck
評価

Check

修繕対策
積算業務や施工監理、また補修工

事・設計等に関する技術的助言など
を支援。

定期点検
地域一括発注方式による定期点検

を実施し、コストの縮減や市町村担
当者の業務軽減を図る。

データ管理
施設の諸元や点検結果、補修履歴

などの情報を一元管理することで情
報の集中化となりデータの活用効率
を向上。

アセットマネジメント支援事業
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定期点検、修繕計画の策定（更新）、データの一元管理を一貫して行うことで、
①業務の効率化 ②品質の向上 ③コストの縮減 ④市町村職員の負担軽減

地域一括発注の範囲

地域一括発注定期点検

データ管理（データベースシステムの提供）

長寿命化修繕計画（個別施設計画）の更新

修繕（設計・工事）に関する支援

現在は、別途、個別対応して
いるが、今後は一連の業務とし
て支援が行えるように検討中

Act

Plan

Check

Do

宮崎県建設技術推進機構のインフラマネジメントについて
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地域一括発注定期点検

データ管理

長寿命化修繕計画の更新

修繕

Ａ市Ａ市Ａ市

Ａ市Ａ市Ｂ町

Ａ市Ａ市Ｃ村

橋梁・トンネル・道路附属物等の定期点検

① 定期点検業務の発注手続き
（設計書・仕様書等の作成、新技術の検討）

② 業務監理、関係機関との協議・調整

③ 健全性の判定会議（評価の説明会）

④ 成果品の検収（検査）

⑤ 精算変更手続き
（見積徴収・変更設計資料作成）

点

検

会

社

（公財）宮崎県建設技術推進機構

地域一括発注による定期点検では、スケールメリットによるコストの縮減、発注手続きや関係機関協議の省力化により市
町村職員の負担軽減、市町村間の整合が図られ、均一性で高い水準の成果などを確保。

地域一括発注定期点検
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地域一括発注定期点検

データ管理

長寿命化修繕計画の更新

修繕

策定された修繕計画は、実施された対策工事の実績や点検結果等を踏まえ、毎年度、計画の更新（見直し）を、適切に行
うことで実施との乖離を無くす。

定期点検完了後、判定会議を実施する
とともに、次年度の維持管理に向けて、
管理者と協議を行い、現状に応じた最
適な修繕計画に更新。

不断の見直しにより修繕計画の充実化

長寿命化修繕計画（個別施設計画）の更新
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地域一括発注定期点検

データ管理

長寿命化修繕計画の更新

修繕

橋梁等の諸元情報や台帳、定期点検の結果、長寿命化修繕計画など、各情報のデータを一元的に管理し、毎年度の点検
結果や各情報の更新については、推進機構の職員が登録作業を実施。そのため、市町村担当者は手間がかかることなく最
新の状態が保たれたデータを利活用。

データベースシステムの提供
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地域一括発注による各業務の実績 ２巡目（令和元年度～令和５年度）

５，２３７橋橋りょう
■定期点検

平成２６年度～

■長寿命化修繕計画の策定・更新
平成３０年度～

■データベース化（登録）
令和元年度～

２４市町村 ４４トンネルトンネル

１９施設道路附属物等

※宮崎県内全２６市町村
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具体的な取組み事例紹介

7



２．市町村職員の事務負担軽減について

１．点検費用の縮減について

地域一括発注方式を取り入れた業務のメリット
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１
１

２
３

１．点検費用の縮減

賃
料
の

長
期
割
引

利
用
す
る
自
治
体
で
等
分
割

（業務コスト）

橋
梁
数
や
規
模
に

応
じ
て
按
分

業務価格 × ７％ ＝ 業務監理費（事務費）１

地域一括発注による主な費用の縮減効果

１
大規模ロットにより橋梁点検車などの賃貸期間が、１ヶ月以
上にわたるため長期割引の適用が可能

建設機械（橋梁点検車BT-400等）の回送費や新技術機器等
の基本料など、１業務当りで発生する費用を各自治体で均等
割が可能

交通規制（高速道路等）に係わる保安機材や建設機械等の賃
料など、市町村間を跨いで使用する機器機材等の費用を各自
治体で按分 ※別紙１

２

３

C市

A市

A市

A市

機械賃料

B市

B市

D市

C市

基本料金・
回送費等

安全資材費や
機械経費等
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業務の効率性と費用の縮減

別紙１

規制期間の短縮

市
町
村
毎
の

規
制
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

地
域
一
括
発
注
で
の

規
制
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

［ パターン① ］規制回数の縮減

［ パターン② ］規制替えの時間を短縮

日 月 火 水 木 金 土

1 2 3 4 5

6 7 8 9 10 11 12

13 14 15 16 17 18 19

20 21 22 23 24 25 26

27 28 29 30 31

A市

B市 C町

D町

E町

B市

日 月 火 水 木 金 土

1 2 3 4 5

6 7 8 9 10 11 12

13 14 15 16 17 18 19

20 21 22 23 24 25 26

27 28 29 30 31

B市

C町 D町

E町 A市 B市

B市

A市

E町
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█ 業務の発注や変更契約に関する資料作成

実施設計書、仕様書、見積徴収、数量計算書、精算に必要な根拠資料などを作成。

█ 関係機関との協議を県内一括して実施

点検作業の実施に向けた、関係機関と市町村の実施協議を包括して行い、協議書・申請書等の資料も作成し、
一括して関係機関へ提出。※別紙２

█ 点検の対象橋梁と点検費用の算出

次年度の対象橋梁と点検費を算出し市町村担当者へ通知。※別紙３

█ 成果品の検収

点検会社から報告された点検及び診断の結果について、推進機構の職員が全ての点検調書を確認し、妥当性
の確認及び県内市町村の均一性を目的とした、市町村間の横断的検収を実施。

█ 新技術等の活用の検討及び新技術のキャリブレーションを県内一括して実施

全ての橋梁において、費用の縮減や事業の効率化が見込まれる新技術の検討を実施（コスト縮減効果の算出）。

新技術の活用に先立ち「国土交通省 新技術利用のガイドライン（案）」に基づいて、実施される使用機器の
計測性能や、運動性能などの精度を確認し、活用目的に対して性能が満足するか否かを判断。

２．市町村職員の事務負担軽減
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・日程調整の簡素化
・協議時間の短縮（効率的）
・管理者から留意事項などの伝達が一律
・対応者の窓口が一本化
etc

別紙２

Ａ市

Ｂ市

Ｃ町

Ｄ町

NEXCO・JR

NEXCO・JR

NEXCO・JR

NEXCO・JR

市町村毎に協議

推進機構※

高速道路会社

鉄道事業者

全市町村を包括して協議

推進機構※

関係機関協議（例：高速道路会社&鉄道事業者）

従来は・・・

包括協議

実施協議、提出書類等を一本化

業務の効率化

※協議は推進機構が代行し、各資料を作成のうえ関係機関へ提出。
（市町村担当者の希望があれば協議へ参加）
協議後は、各市町村へ報告

12



別紙３

前年度 見積

当年度
協定

当年度
精算

見積

契約

跨線橋点検時発生する附帯費用 定期点検業務の費用

補助金の予算要望、交付申請
（事業補助制度）

協定

橋梁の定期点検に係わる全ての費用を一本化

見積

契約

契約を一本化

業務の効率化

精算が困難・・・

前年度に鉄道事業者の
費用を計上漏れ

（予算の未確保）

１つの業務に財布が
２つ・・・

手間がかかる・・・

令和７年度から実施予定

×
精算 精算
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長寿命化修繕計画の策定に至るまでの経緯

【全市町村の実態調査

（過年度修繕計画）】

県内全市町村の過年度成果を調査し、現

在の各市町村の考え方などを整理（各々

の策定手法を整理）

• 計画の策定方針（維持管理の実施方

針）を把握。

• 対策順位の考え方や評価手法を把握。

• 管理レベルや平準化における予算制

約の状態を把握。

• 各設定条件の差異を考察。

etc

各市町村の修繕計画の策定状況と課題
の整理

全市町村の共通の問題として意思疎通
を図り、各管理者の意向を整理

計画策定の手法や取組みの方向性を明
確にしたマニュアルを作成

ステップ１ ステップ２ ステップ３

【宮崎県市町村橋梁長寿命化

修繕計画推進協議会の設立】

指針（マニュアル）の策定に向けて協議

会を設立

• 指針の策定については、協議会にて

検討を行い、修繕計画の策定に必要

な共通知識の合意形成を図りながら

進める。

• 委員構成については、全市町村、宮

崎県、推進機構、学識経験者(ｱﾄﾞﾊﾞｲ

ｻﾞｰ)、国土交通省(ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ)にて発

足。 ※別紙４

【宮崎県市町村橋梁長寿命化

修繕計画策定指針】

市町村職員が長寿命化修繕計画策定の

際に、策定に関する知見やノウハウの

拠り所となれるマニュアルを策定

• 県内市町村の実態に配慮した策定手

法や統一的な基準、劣化曲線など。

• 管理水準や予算など自治体の実情に

応じた修繕計画の策定方法。

市
町
村
毎
の
長
寿
命
化
修
繕
計
画
策
定
を
開
始

市
町
村
毎
の
長
寿
命
化
修
繕
計
画
策
定
を
開
始

長寿命化修繕計画（個別施設計画）策定と更新について
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別紙４
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